
JP 5043121 B2 2012.10.10

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　印刷、被着または被膜形成を行う方法において、
　支持体の表面上に粉末を被着させる工程、
　前記支持体上の前記粉末上に液体を噴射する工程、及び
　前記粉末を流動させて前記支持体の前記表面を被覆する工程、
を含み、
　前記粉末が前記支持体に静電的に被着されることを特徴とする方法。
【請求項２】
　印刷、被着または被膜形成を行う方法において、
　支持体の表面上に粉末を被着させる工程、
　前記支持体上の前記粉末上に液体を噴射する工程、及び
　前記粉末を流動させて前記支持体の前記表面を被覆する工程、
を含み、
　前記粉末が熱硬化性または熱可塑性の材料を含むことを特徴とする方法。
【請求項３】
　前記液体が圧電型プリントヘッドを用いて噴射されることを特徴とする請求項１または
２に記載の方法。
【請求項４】
　前記支持体が金属を含むことを特徴とする請求項１または２に記載の方法。
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【請求項５】
　前記粉末を流動させる工程が、前記粉末を加熱する工程を含むことを特徴とする請求項
１または２に記載の方法。
【請求項６】
　前記粉末が、冷えるにつれて固体に変態することを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　粉末が被着された基板表面上に液体を噴射するためのシステムにおいて、
　基板上にパターンをなして液体を噴射するためのインクジェットプリンタ、
　前記インクジェットプリンタが前記基板上に液体を噴射できるように前記インクジェッ
トプリンタに隣接する前記基板のための支持体、及び
　前記インクジェットプリンタの上流にある、前記基板の表面上に粉末を計量分配するた
めのステーション、
を備えることを特徴とするシステム。
【請求項８】
　前記粉末を流動させて前記基板表面を被覆するためのさらに別のステーションを備える
ことを特徴とする請求項７に記載のシステム。
【請求項９】
　前記粉末が前記基板表面に静電的に被着されることを特徴とする請求項７に記載のシス
テム。
【請求項１０】
　前記さらに別のステーションが、前記粉末を流動させるための加熱装置を含むことを特
徴とする請求項８に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記粉末が熱硬化性または熱可塑性の材料を含むことを特徴とする請求項７に記載のシ
ステム。
【請求項１２】
　前記インクジェットプリンタが圧電型プリントヘッドを備えることを特徴とする請求項
７に記載のシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流動性下地上への印刷、被着及び被膜形成に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェットプリンタは下地上に着色剤または材料の液滴を被着するための装置の一
タイプである。インクジェットプリンタは一般にインク供給源からノズル路へのインク路
を有する。ノズル路はインク滴がそこから射出されるノズル開口で終端する。インク滴射
出は一般にインク路においてインクを、例えば、圧電偏向器、熱バブルジェット（登録商
標）発生器または静電偏向素子とすることができる、アクチュエータで加圧することによ
って制御される。一般的な集成プリントデバイスは対応するノズル開口及び付帯アクチュ
エータをもつインク路のアレイを有する。それぞれのノズル開口からの液滴射出は独立に
制御することができる。ドロップオンデマンド型集成プリントデバイスにおいては、集成
プリントデバイスと印刷下地を互いに対して移動させながら、画像の特定のピクセル位置
に液滴を選択的に射出するためにそれぞれのアクチュエータを作動させる。高性能集成プ
リントデバイスにおいて、ノズル開口は一般に、直径が５０μｍ以下、例えば約２５μｍ
であり、１００～３００ノズル/インチ（約４～１２ノズル/ｍｍ）のピッチで隔てられ、
１００～３０００ｄｐｉないしそれより高い解像度を有し、体積が約１～１２０ピコリッ
トル（ｐｌ）以下の液滴を供給する。液滴射出頻度は一般に、１０ｋＨｚ以上である。
【０００３】
　圧電アクチュエータは、印加電圧に応答して、形状寸法を変える、すなわち曲がる、圧
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電材料層を有する。圧電材料層の曲がりがインク路に沿って配置されたポンピングチャン
バにおいてインクを加圧する。圧電型インクジェット集成プリントデバイスは、フィッシ
ュベック（Fishbeck）等の特許文献１，ハイン（Hine）の特許文献２，モイニハン（Moyn
ihan）等の特許文献３及びホイジングトン（Hoisington）の特許文献４にも説明されてい
る。これらの特許文献の全内容は本明細書に参照として含まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第４８２５２２７号明細書
【特許文献２】米国特許第４９３７５９８号明細書
【特許文献３】米国特許第５６５９３４６号明細書
【特許文献４】米国特許第５７５７３９１号明細書
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一態様において、流動性下地上の印刷、被着及び被膜形成は、支持体上に食材以外の流
動性下地を拡げる工程及び流動性下地上に画像を形成するために液体を噴射する工程を含
む。
【０００６】
　実施形態は以下の特徴の内の１つ以上を有することができる。流動性下地（例えば粘弾
性材料または溶融プラスチック）は流動性下地上に液体を噴射する工程の後、（例えば、
流動性下地を水浴内におくことで）固態に変態させることができる。インクジェットプリ
ンタは液体を噴射できる。流動性下地はコンベアに沿って移動させることができ、あるい
は流動性下地は押出品を形成するために押出ダイを通して押し出すことができる。
【０００７】
　下地は個品の形につくることができる。液体にはインク滴を含めることができる。流動
性下地は約３００００ポアズ（３０００Ｐａ・秒）以下の粘度を有することができる。
【０００８】
　別の態様において、印刷、被着及び被膜形成には、物品上に食材以外の流動性下地の層
を被着する工程、及び流動性下地層上にパターンを形成するために液体（例えばインク滴
）を噴射する工程を含めることができる。
【０００９】
　実施形態は以下の特徴の内の１つ以上を有することができる。流動性下地層は約３００
００ポアズ（３０００Ｐａ・秒）以下の粘度を有することができる。流動性下地層は、流
動性下地層上に液滴を噴射する工程の後、流動可能状態から固態に硬化させることができ
る。流動性下地層及びパターンは表面を形成することができ、第２の流動性下地層が表面
上に被覆される。第２の流動性下地層上に第２のパターンを形成するために液体を噴射す
ることができる。表面上に第２のパターンを噴射した後、流動性下地層を硬化させること
ができる。パターン及び層は木目調パターン、織物調パターンまたは装飾パターンを形成
することができる。流動性下地は、被膜材（例えば誘電体材料）、釉薬、塗料及びワニス
からなる群から選ばれる材料とすることができる。物品には、木材（例えば緻密木質ファ
イバボード）、プラスチック、金属またはセラミックを含めることができる。
【００１０】
　一態様において、印刷、被着及び被覆形成は、支持体の表面上に粉末を被着させる工程
、支持体上の粉末に液体を噴射する工程、及び粉末を流動させて支持体表面を被覆する工
程を含むことができる。
【００１１】
　別の態様において、下地の粉末被着面上に噴射液体を被着する工程は、下地上にパター
ンをなして液体を噴射するためのインクジェットプリンタ、インクジェットプリンタが下
地上に液体を噴射できるようにインクジェットプリンタに隣接する下地のための支持体、
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及びインクジェットプリンタの上流で下地の表面上に粉末を計量分配するためのステーシ
ョンを含むことができる。
【００１２】
　実施形態は以下の特徴の内の１つ以上を有することができる。粉末（例えば、熱硬化性
または熱可塑性の材料）は下地または支持体（例えば金属）の表面に静電的に被着させる
ことができる。液体は圧電型プリントヘッドを用いて噴射することができる。ステーショ
ンは粉末を流動させて下地の表面を被覆することができる。
【００１３】
　別の態様において、食材ではない流動性下地上に液体を噴射する工程は、下地上にパタ
ーンをなして液体を噴射するためのインクジェットプリンタ、インクジェットプリンタが
食材ではない流動性下地上に液体を噴射できるようにインクジェットプリンタに隣接する
流動性下地のための支持体、及びインクジェットプリンタの上流で支持体上に流動性下地
を押し出すように構成された押出機を含むことができる。
【００１４】
　実施形態は以下の特徴の内の１つ以上を有することができる。インクジェットプリンタ
から下流の硬化ステーションは流動性下地を硬化させることができる。成形ステーション
は流動性下地を個品の形にすることができる。
【００１５】
　実施形態は以下の利点の内の１つ以上を有することができる。高解像度多色画像を形成
することができ、あるいは流動可能状態にある繊細な表面上に機能材料（画像）を被着す
ることができる。画像はドロップオンデマンド型印刷装置を用いて迅速かつ安価に描画す
ることができる。画像の内容は印刷直前に選択することができる。画像は、製品、製造者
または消費者を識別するために調製することができる。流動可能である間に画像を印刷す
ることにより、流動性下地の表面エネルギーは固体下地より低くなり得るから、噴射可能
材料がより良好に密着することができる。例えば、噴射可能材料は下地に導入され得るが
、下地の表面から掻き取ることは容易ではない。インクジェット印刷法により下地が流動
可能な形態にある間の下地の印刷が可能になるから、製造ラインにインクジェットプリン
タを組み入れることができる。そのようにすれば、下地が押出機から出てくる際に、スプ
レーで被膜が形成された後に、あるいは材料をダイシングするかまたは集成して最終形態
にする前に、下地に印刷が行われる。下地上に印刷するために製造ライン上の製品が冷え
るかまたは乾くまで待つ必要はない。これにより、確立された製造ラインの既存の冷却及
び乾燥プロセスを使用して、被着されたインクまたは材料の乾燥、硬化または導入を行う
ことが可能になり得る。
【００１６】
　さらにまた別の態様、特徴及び利点は以下に述べられる。例えば、流動度、粘度、解像
度、下地タイプ及びその他のパラメータの組合せ及び範囲が以下に説明される。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１－１】図１は流動性下地の押出、印刷及び硬化のためのシステムを示す。
【図１－２】図１Ａは印刷された画像を有する流動性物品を示す。
【図２】図２は多層画像を構築するために複数の層を被着するためのシステムを示す。
【図３】図３はプリントヘッドモジュールの断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　図１を参照すれば、システム１０は、支持体１５（例えばコンベア）上に流動性下地１
４（すなわち食材ではない製品）を押し出すための押出機１２を備える。集成噴射デバイ
ス１６（例えば、圧電型インクジェットプリントヘッドまたはサーマルインクジェットプ
リントヘッド）が液滴１８（例えばインク）を噴射して流動性下地１４上に画像（例えば
、文章、グラフィックまたはパターン）を形成する。コントローラ２０は画像データをプ
リントヘッドに送り、また画像を格納することもできる。インクジェット印刷により、そ
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れぞれの下地上に印刷される画像のユーザによる実時間での変更が可能になる。支持体１
５は画像が印刷された流動性下地１４を、流動性下地１４を固体に変態させるか、印刷さ
れた画像を硬化させるか、あるいはそのいずれをも行うために、硬化ステーション２２に
移動させる。流動性下地が材料のウエブまたはシートであれば、必要に応じてコントロー
ラ２０で制御される、切断ステーション２４がウエブを切断して個品２６（例えば販促用
品）にすることができる。流動性下地は押出品を形成するために押出ダイを通して押し出
すこともでき、押出ダイは押出品を所望の形状に成形することができる。印刷中、下地は
、例えば、一般に流動可能な、繊細で容易に損傷を受ける、表面を有する状態にある。例
えば、下地は、液体、溶融材料または粉末とすることができる。
【００１９】
　流動度、安定性及び／または粘度は、流動性下地が押し出されるかまたは被着される状
態にあるか、あるいは、印刷の瞬間に所望の流動度または粘度を確立するために、印刷前
または印刷中に、製品が処理され得る、例えば加熱または冷却され得る状態にある、流動
性下地の特性であり得る。流動性下地は、気体でも固体でもなく、例えば、液体、ペース
ト、スラリー、粉末、懸濁液、コロイド、粘弾性材料または溶融材料である状態の下地で
ある。流動性下地は室温（例えば約２０°Ｃ～２５°Ｃ）で被着することができ、流動可
能であるか、あるいは流動性下地は、融点、軟化点またはガラス転移温度のような、高温
に加熱することができる。
【００２０】
　例えば、プラスチックは、プラスチックのタイプに依存して、約１２０℃から約３５０
℃の間の融点を有し得る。ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）は約８０℃のガラス転移温度及び約
２１０℃の融点を有する。ガラス転移温度において、ＰＶＣはガラス状の固態からより可
撓性で変形可能なゴム状状態に転移する。温度を融点まで高めると、ＰＶＣはゴム状状態
から液態に転移する。いくつかの実施形態において、流動性下地はその最終状態において
実質的に固体になるが、画像形成に対しては流動可能な粘性状態にある。流動性下地の例
には、溶融プラスチックまたは溶融ガラス、ワニス、被膜材料（例えば誘電体材料）、塗
料、釉薬、ペースト、スラリー、接着剤、粉末、泡または気態にも固態にもないその他の
下地がある。
【００２１】
　図１を参照すれば、粘弾性状態にあるプラスチック（例えばＰＶＣ）のような流動性下
地１４は、押出品を所望の形状につくる、押出ダイを通して押し出すことができる。例え
ば、押出品は窓用ベネチアンブラインドを作成するために用いられる個々の羽根窓板の形
につくることができる。粘弾性プラスチックが、例えば水浴内で、冷却される前に木目調
パターンを粘弾性プラスチック上に印刷することができる。別の実施形態には、窓用ブラ
インド上への太陽電池または印刷可能電池の、ブラインド材料が溶融した流動可能状態に
あるときにブラインドにそのような電池が埋め込まれるような、被着を含めることができ
る。材料が冷えて硬化する前に耐掻き傷被膜をブラインドに施すこともできる。図１Ａは
、画像１０２（例えば、FUJIFILM DIMATIX）が印刷された販促品１００を形成するために
、押し出されて切断された後の溶融プラスチック１０４を示す。溶融プラスチックは押出
ダイを通して押し出され、未だに熱く柔軟な間に印刷を行うことができる。硬化ステーシ
ョンが溶融プラスチックを冷却して固体に変態させることができる。製造者または消費者
を識別するため、その他の製品（例えば、ペン、食品容器、ビニルサイディング、チュー
ブ、水ボトル、レターオープナーまたはコップ）に、流動可能状態において、印刷を行う
ことができ、あるいは装飾を施すことができる。印刷の前または後にプラスチックシート
から個品を切り分けるために切断ステーションを用いることができる。
【００２２】
　図２を参照すれば、システム２００は、コントローラ２０８に接続された、被膜形成装
置２０２，集成噴射装置２０４及び硬化装置２０６を備え、コントローラ２０８は支持体
２１３（例えば、静止プラテンまたはコンベア）上の物品２１０に対してそれぞれの装置
を稼動位置から待機位置に移動させる。図２において、被膜形成装置２０２及び硬化装置
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２０６は待機位置Ａ及びＣにあり、集成噴射装置２０４は稼動位置Ｂにおいて物品に印刷
を行っている。システム２００は、パターン印刷工程と被膜被着工程を交互させることに
より、物品２１０（例えば、ウエブまたは個別製品）上に多層画像２１２を構築すること
ができる。
【００２３】
　一例において、開始時に、硬化装置２０６及び集成噴射装置２０４は待機位置Ａ及びＣ
にあり、被膜形成装置２０２は稼動位置Ｂにある。被膜形成装置２０２は物品２１０上に
流動性下地２１４（例えばワニス）の層を被着する。被膜形成が完了すると、被膜形成装
置２０２はＢから待機位置Ａに移動し、集成噴射装置２０４が待機位置Ａから稼動位置Ｂ
に移動し、硬化装置は待機位置Ａから待機位置Ｃに移動する。稼動位置Ｂにおいて、集成
噴射装置２０４は液滴２１５を射出して流動性下地層２１４上に第１のパターン２１６を
形成する。次いで、硬化装置２１６が待機位置Ｃから稼動位置Ｂに移動して、第１のパタ
ーン２１６または流動性下地２１４を，あるいはいずれをも、硬化させる。第２の流動性
層２１８及びパターン２２０を第１の流動性層２１４上に被着することができ、以降同様
にして、多層画像２１２を形成することができる。
【００２４】
　例えば、中密度木質ファイバボード（ＭＤＦ）のような、フローリング、キャビネット
または家具上に多重木目調パターンをインクジェット印刷することができる。初めに、ワ
ニス（すなわち、ポリウレタンベースまたはオイルベースのワニス）の層が木質ＭＤＦに
塗布される。次いで、ワニスがまだ乾いていないかまたは粘着性である間に、木目調パタ
ーンがワニス上にインクジェット印刷される。これらの工程が反復されて深みのある木目
調外観が形成される。ワニス及びインクは、層の塗布と塗布の中間で、または全ての層が
被着された後の最終工程として、硬化させることができる。
【００２５】
　別の例は、セラミックタイル上に釉薬を施すプロセスと同様のプロセスを用い、流動性
釉薬上にパターンを噴射し、パターン印刷後に釉薬を焼成する、装飾セラミックタイルの
形成である。釉薬が乾燥されるか、硬化されるかまたは焼成される前の釉薬がまだ濡れて
いる間に、インクジェットプリンタが釉薬上に印刷する。これらの工程も反復して多層画
像を形成することができる。パターンが印刷されたそれぞれの釉薬層は、それぞれが施さ
れた後に焼成することができ、または最後に全ての層を一緒に焼成することができる。
【００２６】
　多層画像を構築する代りに、単パスまたは単スキャンモードを用いて、単一の流動性下
地層及び画像を印刷することができる。
【００２７】
　図２の被膜形成装置２０２は表面上に粉末（熱硬化性または熱可塑性のポリマー）を被
着することができ、粉末を固体に変態させる前に粉末上に画像を印刷することができる。
金属（例えば鋸刃）に塗装を施すため、一般的な溶剤塗料を用いるのではなく粉末を用い
ることができる。粉末は鋸刃に静電被着され、画像（例えば会社ロゴ）が粉末上に噴射さ
れる。次いで粉末は流動し始めて鋸刃の表面を被覆するまで加熱される。粉末は金属刃上
で冷えるにつれて固体に変態する。
【００２８】
　図３を参照すれば、インクジェットプリントヘッドは、色の異なるインク（例えば、シ
アン、マゼンタ、黄及び黒のインク）を印刷するためのモジュールセットを有する。モジ
ュール３００は、ノズル開口３０６を通す射出のためにポンピングチャンバ３０４におい
てインクを加圧する圧電素子３０２を有する、ドロップオンデマンド型モジュールである
ことが好ましい。いくつかの実施形態において、プリントヘッドは噴射を容易にするため
に液体を加熱して所望の粘度にするためのヒーターを有する。適するプリントヘッドは、
米国カリフォルニア州サンタクララ（Santa Clara）のFUJIFILM Dimatix, Inc.から入手
できる、NOVAまたはGALAXYプリントヘッドである。適する圧電型インクジェットプリンタ
も、上で本明細書に含められた、特許文献１，２，３及び４、及び、その全内容が本明細
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書に参照として含まれる、国際公開第０１/２５０１８号パンフレットに開示されている
。
【００２９】
　適する画像は、液滴が流動性下地表面に当ったときに過剰な撥ねの発生またはクレータ
ーの形成を防止する液滴の形態で噴射液体を射出し、よって画像の完全性が維持されるよ
うに、印刷条件を選択することによって作成される。粘度が約５００００センチポアズ（
ｃＰ）（５０Ｐａ・秒）以下、例えば２５００ｃＰ（２.５Ｐａ・秒）以下の流動性下地
については、適する液滴の大きさは約２００ｐｌ以下、例えば６０～１００ｐｌである。
粘弾性材料のような、粘度がさらに高い流動性下地は約３００００ポアズ（３０００Ｐａ
・秒）以下（例えば２００００ポアズ（２０００Ｐａ・秒）以下または１００００ポアズ
（１０００Ｐａ・秒）以下）の粘度を有することができ、同じく２００ｐｌ以下、例えば
６０～１００ｐｌの大きさの液滴で印刷することができる。液滴の速度は約２～１２ｍ/
秒、例えば約７～９ｍ/秒である。印刷解像度は約５０ｄｐｉないしさらに高く、例えば
約１５０～５００ｄｐｉである。いくつかの実施形態において、噴射液体は、所望の噴射
粘度、例えば約１０～２０ｃＰ（０.０１～０.０２Ｐａ・秒）を維持するために、例えば
約１４０～１２５℃に加熱される。粘度は回転円筒型粘度計を用いて測定することができ
る。適する計測器は、米国マサチューセッツ州ミドルボロ（Middleboro）のBrookfieldか
ら入手できる、Mode l106プログラマブル温度コントローラで制御されるThermoset Syste
m 3サンプルホルダを装着したModel DV-IIIプログラマブル流動計である。＃１８スピン
ドルを用いた６０ｒｐｍにおいて、このシステムは約４９.９ｃＰ（０.０４９９Ｐａ・秒
）までの粘度を測定することができる。さらに高い粘度は平行平板粘度計で測定すること
ができる。
【００３０】
　いくつかの実施形態において、印刷中の下地の粘度は室温における水の粘度より高い。
別の実施形態において、粘度は室温における蜂蜜の粘度より高い。噴射液体の粘度は下地
の粘度に対して調節することができる。例えば、噴射液体が流動性下地に混和し得る場合
、噴射液体は、液体の滲みを防止するため、下地より高い粘度を有するべきである。噴射
液体が流動性下地と混和しない場合（すなわち、オイルワニスと水性インクの場合）、噴
射流体には皺発生（すなわちインクの凝集）を回避する粘度が必要である。皺発生を防止
するため、噴射液体にゲル化剤を添加することができ、あるいはホットメルトインクを用
いることができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態において、噴射液体は、噴射中または流動性下地に当った後に蒸発
する溶剤ベースキャリアを含有することができる。いくつかの実施形態において、噴射液
体は下地上で固化する溶融可能キャリアを含有することができる。いくつかの実施形態に
おいて、噴射液体はＵＶ（紫外光）にさらされると固化するＵＶ硬化性液体とすることが
できる。これらの噴射液体の粘度は一般に、ノズルから射出されるとき及び流動性下地に
当るときには比較的低く、これにより撥ねの発生またはクレーターの形成の効果が軽減さ
れる。噴射液体の粘度は次いで、溶剤キャリアが蒸発するか、キャリアが固化するかまた
は液体がＵＶ硬化するにつれて、高くなり、これによって噴射液体の下地中への拡散が軽
減される。適する溶剤キャリアは低分子量グリコールエーテルアセテート、例えばＤＰＭ
Ａ（ジプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）である。適する溶融可能キ
ャリアは動物性脂肪またはワックスである。いくつかの実施形態において、噴射液体の粘
度は噴射中で約２０ｃＰ（０.０２Ｐａ・秒）以下、例えば１０～２０ｃＰ（０.０１～０
.０２Ｐａ・秒）であり、下地温度における粘度は２０～２００ｃＰ（０.０２～０.２Ｐ
ａ・秒）以上である。いくつかの実施形態において、噴射時の粘度は１０～２０ｃＰであ
り、噴射液体は４０～１２５℃に加熱され、例えば５０～６０℃における粘度は１２～１
４ｃＰ（０.０１２～０.１４Ｐａ・秒）である。いくつかの実施形態において、噴射液体
または液体の主成分の下地内溶解度は、噴射液体の下地への拡散を軽減するため、低い。
非極性成分、例えば脂質を含有する下地に対し、噴射液体またはその主成分は一般に極性
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であり、水への溶解度が高く、例えば水に混和し得る。例えば、いくつかの実施形態にお
いて、噴射液体は、例えば噴射液体の５０％または７０％ないしさらに多くの、高水溶性
キャリアを含有する。適する高水溶性キャリアには水及びアルコールがある。適するキャ
リアはプロピレングリコールである。実質的に水溶性の下地に対して、噴射液体は動物性
脂肪のような低水溶性のキャリアを含有することができる。噴射液体は、有機染料のよう
な着色剤、安定剤、柔軟剤、可塑化剤及び／またはその他の添加剤も含有することができ
る。
【００３２】
　図１を参照すれば、支持体は静止プラテンとすることもできる。図１及び２において、
硬化装置は、熱源、水浴、窯、紫外光、冷気、瞬間冷凍機、あるいは流動性下地または噴
射液体を硬化させるためのその他の装置を備えることができる。１つより多くの硬化ステ
ーション（例えば、インクのために１つ及び流動性下地を硬化させるために別に１つの硬
化ステーション）を設けることができる。
【００３３】
　図２に戻って参照すれば、被膜形成ステーションは、スプレー、インクジェット、スク
リーン印刷、押出、浸漬、スパッタリングあるいはその他の被着または印刷方法によって
、流動性下地層を被着することができる。
【００３４】
　多数の印刷ステーションを設けることができる。
【００３５】
　その他の実施形態は添付される特許請求の範囲内にある。例えば、方法工程は異なる順
序で実施しても所望の結果を生じ得る。
【符号の説明】
【００３６】
　１０　　システム
　１２　　押出機
　１４　　流動性下地
　１５　　支持体
　１６　　集成噴射デバイス
　１８　　液滴
　２０　　コントローラ
　２２　　硬化ステーション
　２４　　切断ステーション
　２６　　個品
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